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県における適応策の流れ(法成立前）
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2013（平成25）年7月 庁内への既往施策調査の実施

2013（平成25）年８月～
2014（平成26）年１月

「気候変動の影響と適応策に関する調査研究」の実施
■ 産学公協働の政策研究

2015（平成27）年２月 庁内への適応策に係るアンケート及びヒアリングの実施

2015（平成27）年５月 「環境基本計画推進会議 気候変動適応策部会」設置
■ 適応策に関する情報共有や意見交換、本県の適応策に係る検討
を庁内横断的に行うための会議

■ 平成31年７月までに計７回開催

2016（平成28）年２月 神奈川県における気候変動の影響をとりまとめ
■ 環境省「平成27年度地方公共団体における気候変動影響評価・
適応計画策定支援事業」による支援

2016（平成28）年10月 「神奈川県地球温暖化対策計画」改定
■ 計画期間 2016年度 ～ 2030年度
■ 削減目標 2030年度の温室効果ガス総排出量 -27％(2013年比)
■ 適応策を計画の中に位置付け（第３章 適応策）



県における適応策の流れ(法成立後）
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2019（平成31）年４月 既存計画を地域気候変動適応計画に位置付け(４月１日)

 「神奈川県地球温暖化対策計画」を法第12条に規定する地域気
候変動適応計画として位置付け（位置付けは県ＨＰに明記）

「神奈川県気候変動適応センター」体制確保(４月１日)

 県環境科学センター（平塚市四之宮１-３-39）を法第13条に規
定する地域気候変動適応センター「神奈川県気候変動適応セン
ター」として位置付け （位置付けは県ＨＰで周知）

「気候変動適応に関する有識者等検討会議」設置
 県における適応に関する学識経験者等の意見を聴取し、県の適

応の取組に反映さえるため設置。
 県が優先して取り組むべき適応策の方向性や、神奈川県気候変

動適応センター等について意見をいただく。
 年２回開催予定

2018（平成30）年４月～ 法成立（2018年２月）後、法への対応を検討



分野 大項目 小項目 影響 施策

農業・
林業・
水産業

農業 果樹 高温による生育障害 対策技術の確立
農家への技術支援

病害虫 生育適温が高い病害虫の発生 温暖化環境下における主要害虫の
発生消長の調査

水産業 増養殖等 定着性水産生物の変化 暖海性魚介類の増養殖技術の開発

水環境・
水資源

水環境 沿岸域及び
閉鎖的水域

東京湾の貧酸素水塊の発生規
模の増大

溶存酸素等海洋モニタリング調査

自然災害 河川 洪水 現在の整備水準を上回る降雨
による、浸水被害や施設被害
の発生

浸水想定区域図の見直し

内水 短時間強雨による浸水被害 河川管理者・下水道管理者等が連
携した貯留浸透施設整備等

沿岸 高潮・高波 高潮・高波リスクの増大 越波被害への対策工事

山地 土石流・地
すべり等

土砂災害の増加、被害の拡大 土砂災害警戒区域等の指定

健康 暑熱 熱中症 熱中症搬送者数の増加 ホームページ等での注意喚起
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「神奈川県地球温暖化対策計画」における気候変動影響

県における気候変動影響



県地球温暖化対策計画における進捗確認
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毎年度、県環境審議会において、県地球温暖化対策計画の進捗
状況について確認
⇒適応策については、H29年度実施分から進捗状況を定性的に
評価。（今年度は平成30年度実施分について評価を実施）

H30年度に実施した施策

・県環境基本計画推進会議気候変動適応策部会において、適応策に関する情報共有等を実施
・農林水産業・自然災害・健康等各分野における取組を実施
・適応法の施行を受け、地域気候変動適応計画の策定や地域気候変動適応センターの設置を検討
・適応策の普及啓発を図るため、ホームページでの情報提供や出前講座等を実施

進捗状況の評価（自己評価）

今後は、新たに設置した地域気候変動適応センターによる情報発信などにより、県民や事業者
の気候変動適応の認知度向上に向けた普及啓発を行っていきます。
また、気候変動の影響は、農林水産業、健康、自然災害をはじめ、広範な分野に及ぶことが予

測されることから、各分野において適応策の取組を着実に進めていきます。

第67回神奈川県環境審議会 資料2-2抜粋（令和元年12月）



今後の取組の方向性
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 H30年度の進捗状況を踏まえ、各分野における適応策の取組は、
引き続き実施する。

 一方で、近年の気温上昇による熱中症搬送者数の増加や、短時間強
雨や台風等による自然災害の発生等により、県民・事業者の生命と
財産を脅かすような大きな影響が出てきている。

 昨年の県内の台風被害も踏まえて、今のいのちと未来のいのちを守
るための取組を進めていくことが必要。

 県内市町村や庁内各課からは、「自然災害分野」、「健康分野」な
どにおける意見や要望が比較的多くあった。＜資料２及び参考資料４＞

各分野の取組を引き続き実施することに加えて、県民・事業者の生命

と財産を守ることを目的として、「自然災害分野」、「健康分野」、

「農林水産分野」を「優先して取組む分野」として位置付けて、さら

に取組を進めていきたい。


